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研究成果の概要（和文）：1990年代以降に観察される新たな食料消費の動向について、ネオ・ポストモダン概念
の分析枠組みを利用して、理論的かつ実証的に検討した。さらにこの消費者意識に適合し新時代の価値を生み出
すオルタナティブフードシステムの構造と制度を検討するための応用的研究を行った。定量的研究については、
WEBアンケート調査、直売所での実験的検証、工場見学訪問者へのアンケートなどに基づく消費者意識に関する
分析、定性的研究については、日本、イギリス、フランスでの現地調査に基づいた、個々の農家の直売所や産消
提携型産直などの行動や成果についての分析から構成される。

研究成果の概要（英文）：An analytical framework of neo post-modern concept was adopted to make 
theoretical and empirical studies on a new direction of food consumption observed since 1990s. In 
addition, we conducted the other applied studies on the structure and institution of alternative 
food systems that could accommodate the new consumers' consciousness and create new values. They 
composed of not only quantitative studies on consumers' consciousness by WEB questionnaire survey, 
experimental research of selling at a farmers' market, and inquiries to participants on factory 
experience program, but also qualitative studies on practices and performance of independent 
farmers' markets and direct transaction businesses under mutual collaboration of both producers and 
consumers by fieldwork investigations for Japanese, English, and French cases.

研究分野：フードシステム論

キーワード： フードシステム　食料消費　食の安全　直接コミュニケーション　産直　直売所
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
わが国における人口減少・高齢化・非経済
成長という社会構造の変化は、バブル崩壊や
東日本大震災などのショックも加わって、消
費者行動に大きな変容をもたらしている。こ
のことは、国内の農業・食料生産に、これま
で経験したことのない影響を与えようとし
ている。その内容の解明や将来の予測をする
ためには、これまでのポストモダン消費論を
振り返りつつ、新たな視角や枠組みを取り込
んだ議論が必要である。一方、この新しい時
代の消費者意識に適合したオルタナティブ
フードシステムを生み出そうとする動きが
すでにあるが、それは曲がり角にある日本の
農業・食料生産システムを立て直すための有
効な手だてとなることが期待されている。 

 
２．研究の目的 
(1) 1990 年代以降に観察される「賢く」「わ
がままな」消費者像をポスト・ポストモダン
消費という視角から分析する。消費者の食へ
の関心は、品質要素、健康要素、倫理要素か
ら構成されるという分析枠組みをベースに
した上で、ポストモダン型消費スタイルでは
健康要素へ関心が拡大、ポスト・ポストモダ
ン型消費スタイルでは倫理要素の比重が上
昇という仮説を検討する。 
 
(2) 消費者意識に適合し新時代の価値を生
み出すフードシステムの姿を検討する。ポス
ト・ポストモダン型消費を背景とした農産
物・食品マーケットを支える新タイプの食品
産業・流通を、オルタナティブフードシステ
ムと概念化して、具体的に求められる機能、
組織、契約のあり方を理論的かつ実践的な観
点から考察する。 
 
(3) オルタナティブフードシステムを強化
する新たな情報提供制度を検討する。ポス
ト・ポストモダン型消費へ転換していくと、
消費者が求める情報とその提供のあり方が
大きく変容することが予想される。消費者へ
食品事業者の取組み内容を適切に伝達する
ためには、現在の表示や認証制度のあり方は
再検討せざるを得ない。 
 
３．研究の方法 
(1) 消費行動・認知分析 
① グループインタビューおよび WEB アンケ
ート調査によって、ポスト・ポストモダン型
消費の実態と意識構造を明らかにする。 
② 東日本大震災・福島原発事故後のポスト
3･11 の消費者意識を検討して、放射能対策、
再生エネルギー型経済といった面での健
康・倫理要素がさらに重視されていることを
定性的かつ定量的に検証する。 
③ 実験的な直売所を運営して、消費者の購
買行動の記録、直接アンケート調査を行う。
非営利な研究目的の直売実験であることを
あらかじめ示し、購買者に対して意識や提供

された情報の評価を直接問い合わせる。 
 
(2) フードシステム分析 
① 直売所の実態を調査して、消費者ニーズ
にあわせた販売内容の展開を明らかにする。
その際に海外共同研究者とともに、オルタナ
ティブフードシステムの視点から日欧のシ
ステムの比較検討を行う。 
② 生協を中心にした産直システムの実態を
調査する。その際に海外共同研究者とともに、
オルタナティブフードシステムの視点から
日欧のシステムの比較検討を行う。 
 
(3) 情報提供制度分析 
① 食品の購買・消費時の選択において、品
質・健康・倫理要素がいかに重視されるかを、
ワインを念頭におきながら考察し、その情報
を提供する枠組みとして原産地呼称統制制
度の有効性を検証する。 
② 商品生産の背景や事業者の意志などを消
費者に伝える手段として、直接コミュニケー
ション手法に注目し、その有効性について検
討する。 
 
４．研究成果 
(1) 消費行動・認知分析 
① 研究を開始するにあたって、文献調査や
予備的な消費者調査などで検討を進めた結
果、当初予定していたポスト・ポストモダン
型消費ではなく、ネオ・ポストモダン型消費
という用語を用いることとした。ポストモダ
ンの次の段階が有する構造的変容を理解す
るためには、表現としてはこちらが適当であ
ると判断した。その変容状況を分析的に分解
するため、食の属性を品質要素、健康要素、
倫理要素の観点から整理するとともに、WEB
アンケート調査のデータをもとに、それぞれ
の関心度を定量的に特定する作業を行った。
その際にこれらの要素への意識が希薄であ
る食行動と、これらの要素へ高い関心をもつ
食行動とが混在していることを明らかにし
た。あわせて実施したグループインタビュー
や WEB アンケート調査の結果からは、年齢な
どによって特徴的な違いの存在が確認され
たが、その構造については継続して検討して
いるところである。 
② 食知識や態度が食生活の形成にどのよう
な影響を与えたかを、食育に関連した WEB ア
ンケート調査のデータをもとに検証した。食
行動の態度としては、健康・栄養指向、理想
の食事指向、国産・地元指向、時間・費用節
約指向、嗜好重視指向、郷土食指向、コミュ
ニティ参加指向、完食指向の 8つに分類でき
た。さらにこれらの態度を左右する要素とし
て、調理技術や日本型食生活に関する知識、
農林漁業の知識や経験が特定された。この結
果、生産段階から消費者へ情報を提供する意
義を確認することができた。 
③福島第一原発の事故時に放射性物質が環
境中に大量に放出されたことにより、消費者



の食の安全性への意識は大きく変化した。病
原性微生物、化学物質、放射性物質の汚染な
ど、多角的に食の安全性への懸念状況を把握
するとともに、その問題の解決に向けたフー
ドシステムにおける取組みへの期待を、WEB
アンケート調査をもとに検証した。その結果、
ハザードによっては行政よりも食品事業者
に対して安全対策における役割を重視して
いるという意識が見いだされた。 
④ 食品がもつ信用属性と呼ばれる特徴に注
目して、関連する一連の研究をもとにメタ分
析を行うとともに、独自に環境保全型農作物
への意識に関する定量的分析を行った。農産
物における信用属性は、健康、有機、環境、
人権、地域などの要素から構成される。これ
らの意識の背景には利他的動機の存在が確
認できるのだが、これはまさにネオ・ポスト
モダン型消費ならではの今日的な動機だと
言える。 
⑤ 仮設の直売所での販売実験において、消
費者の購買行動を観察し、意識調査を行った。
全国の産地から様々な農産物を出荷しても
らい、購買者のリアルな選択をもとに意識の
解明を試みた。この実験では、遠隔地の珍し
い高品質な農産物と直売所の地元産の農産
物とが同時に販売されていたが、地元産を進
んで購買する行動も観察された。これまでの
卸売市場を中心とした農産物流通システム
では、かえって地元産が選択できなくなって
いることへの消費者の不満は大きく、オルタ
ナティブフードシステムへの期待は高いこ
とが明らかになった。予定していた直売所は、
設置地区の工事の遅れで再度の実験はでき
なくなったが、所期の目的は達成された。 
 
(2) フードシステム分析 
直売所と産直の実態について、日本と欧州
（イギリス、フランス）での現地調査に基づ
いて、定性的な比較検討を行った。直売所に
ついては、イギリスでは農業経営者が運営す
るスタイルが成果を上げていた。経営者が地
域を越えてネットワークを構築している場
合もあるが、原則経営者単独での運営が行わ
れている。フランスでは昔ながらのマルシェ
が全国に広がっている。農業生産者が自ら出
店することは稀で、多くは青果商が市場で仕
入れてきた商品を販売する場となっている。
日本では近年マルシェが広がっているが、産
地の農業者が自ら都市部で臨時に販売する
形態が目立つ。また多くの一般的な直売所は
地域の農業者が集団で開設する形態が圧倒
的に多いが、零細な農家が多数を占めること
がその背景となっている。日英仏それぞれで
特徴的な構造が観察された。 
産直については、消費者主導で発展してき
た歴史があり、1970 年代からわが国で提携運
動として体系がいったん確立した。それをよ
り広域なエリアで組織化・制度化したのが生
協による産直である。卸売市場流通に対抗す
るフレームワークを提示したという意味で、

早い段階からオルタナティブフードシステ
ムの実践機構が構築されていたと言える。最
近では障がい者福祉と結びついた産直活動
も展開しつつある。イギリスでは、生協発足
の歴史は日本より古いが、産直については最
近になって草の根的な市民型生協によって
支えられるようになった。耕種については依
然として大規模な農業経営体が中心である
が、園芸作については都市近郊で多様な農業
経営体が展開していて、それらが産直を支え
ていると思われる。一方、フランスにおいて
は、近年 AMAP と呼ばれる地域内の農業生産
者と消費者とによる提携活動が発展してい
て、それはある種の原始的な生協活動だと言
える。日本の提携活動がアメリカの CSA の展
開に影響したと言われているが、それがさら
にフランスの AMAP の活動へと結びついたよ
うである。 
以上のことから、わが国の産直活動は、世
界的に見て最も先駆的なオルタナティブフ
ードシステムであり、この仕組みについては
今後のさらなる研究が期待される。 
 
(3) 情報提供制度分析 
① ワインを中心に原産地呼称統制制度、も
しくは地理的表示保護制度について、オルタ
ナティブフードシステムを支援する重要な
情報提供制度と位置づけて検討を進めた。地
理的表示（GI）保護制度は本研究期間中の
2014 年に関係法が成立し、詳細な検討を進め
る前に国内で制度化されることとなった。今
後は国内の運用が始まるので、実態と課題に
ついてさらに研究する必要がある。 
② 大手食品企業は、これまで消費者に対し
て、広告を中心としたマスコミュニケーショ
ン型の情報提供を行ってきたが、近年では消
費者との直接コミュニケーションの可能性
を積極的に検討している。この背景には、ICT
の発展がある。そこではリアルな消費者体験
がSNSを通じて社会に伝播する経路も重視し
ている。これらの動きを踏まえて、当初の計
画にはなかった直接コミュニケーションに
ついての検討も研究課題に加えることとし、
最も濃密なコミュニケーションができる工
場見学に注目して分析を行った。このための
WEB アンケート調査を行って分析したところ、
工場見学における見学者の評価は、商品・プ
ロセス情報、環境・CSR、体験・記念、快適
性・アクセス、双方向コミュニケーション、
ガイドという6つの視角から構成されること
が明らかになった。はじめの 3つは工場見学
プログラムの内容として伝えるべき項目、そ
の後の 3つは伝え方を意味している。ここで
明らかになった事項は、オルタナティブフー
ドシステムにおけるコミュニケーション手
法に多くの示唆を与えるものであり、直売や
産直においても参照すべきだという結論を
得た。 
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